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報道機関説明資料 

長野市のふるさと納税の返礼品についての説明 

 

 令和７年10月以降のふるさと納税返礼品に係る総務省への申請に向け、返礼品提供事業者

に対して行った地場産品基準の照会の結果、返礼品に関する総務省への申請内容と実態が異

なっていた事案が判明しました。詳細は以下のとおりです。 

 

１ 返礼品提供事業者に対する地場産品基準の照会 

  実施期間：令和７年５月22日～令和７年７月16日（事業者回答期限：６月20日） 

  対  象：長野市に返礼品を登録している198事業者 

２ 実態と異なっていた事案 

  品目数    32品目 

  事業者数   ９事業者 

  ※原因等の詳細は別紙のとおり 

３ 各事案への対応 

 (1) 実態が判明後、速やかに、当該返礼品による寄附の募集を停止している。 

 (2) 既に受け付けた寄附に係る対応については、現在検討中である。 

４ 再発防止策 

(1) 地場産品基準の確認 

   全返礼品提供事業者に対して、令和７年10月からの返礼品の総務省への申請に向け、

返礼品の地場産品基準の適用類型の確認に必要となる情報の照会を実施した結果、判明

したものであり、今回の照会で全返礼品の地場産品基準の確認を終了している。 

   返礼品提供事業者から、産地・製造地や原材料、製造工程に関する変更の申出があっ

た場合には、改めて地場産品基準の確認を行う。 

 (2) 事務処理の徹底 

   地場産品基準の確認を丁寧に行うよう徹底するとともに、必ず複数の目でのチェック

を行う。また、返礼品提供事業者には、産地・製造地や原材料、製造工程に変更が生じ

る場合は、必ず事前に報告するよう令和７年５月に通知しており、周知徹底を図ってい

く。 

 (3) 返礼品提供事業者に対する制度説明 

   全返礼品提供事業者に対して、地場産品基準を含めた制度全体の説明会を６月２日に

実施したが、引き続き返礼品提供事業者に対して制度の周知徹底を図っていく。 

 (4) 返礼品構成の見直し 

   現在取り扱っている返礼品全体を見直し、長野市の特産品として戦略的に打ち出して

いく視点から、返礼品の構成や適正な登録数について検討していく。 
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